
 

電磁的方法による書面の交付及び電磁的方法による交付に対する同意書 

 

 

第１ 電磁的方法による書面の交付 

 

１． 契約締結前の電磁的交付 

株式会社COOL（以下、「当社」といいます。）は、お客様が契約をご締結するにあたっ

ては、あらかじめ、下記事項を、書面によらず電磁的方法により交付致します。 

（１）当社の商号、名称または氏名及び住所 

（２）当社が金融商品取引業者等である旨及び当社の登録番号 

（３）本契約の概要 

（４）手数料、報酬その他の顧客が支払うべき対価に関する事項 

（５）金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動により損失 

が生ずることとなるおそれがあるときは、その旨お客様のご判断に影響を及ぼすこと 

となる重要なものとして内閣府令で定める下記事項 

(ア)契約締結前交付書面の内容を十分に読むべき旨 

(イ)出資金の返還及び利益の配当等の額または計算方法 

(ウ)金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動（市場

リスク）を直接の原因として損失が生ずることとなるおそれがある場合にあっ

ては、その指標及び当該指標に係る変動により損失が生ずるおそれがある理由 

(エ)当社その他の者の業務または財産の状況の変化（信用リスク）を直接の原因と

して損失が生ずることとなるおそれがある場合、当該者および当該者の業務ま

たは財産の状況の変化により損失が生ずるおそれがある旨およびその理由 

(オ)本契約に関する租税の概要 

(カ)契約終了事由がある場合、その内容 

(キ)クーリングオフ規定の適用の有無 

(ク)クーリングオフ規定が適用される場合、その詳細事項 

(ケ)当社の概要 

(コ)当社が行う金融商品取引業の内容および方法の概要 

(サ)お客様が当社に連絡する方法 

(シ)当社が加入している金融商品取引業協会および対象事業者となっている認定投

資者保護団体の有無（加入し、又は対象事業者となっている場合にあっては、

その名称） 

（６）出資対象事業持分の譲渡に制限がある場合、その旨及び当該制限の内容 

（７）出資対象事業持分取引契約に関する事項 

（ア）出資対象事業持分の名称 

（イ）出資対象事業持分の形態 

（ウ）出資対象事業持分取引契約の締結の申込みに関する事項 

（エ）出資または拠出をする金銭の払込みに関する事項 

（オ）出資対象事業持分に係る契約期間 

（カ）出資対象事業持分の解約の可否 

（キ）解約により行われる出資対象事業持分に係る財産の分配に係る金銭の額の計算 

方法、支払方法及び支払予定日 

（ク）出資対象事業持分の解約に係る手数料 

（ケ）損害賠償額の予定（違約金を含む）に関する定めがあるときは、その内容 

（コ）出資対象事業に係る財産に対するお客様の監視権の有無及びお客様が当該監視 

権を有する場合にあっては、その内容 

（サ）出資対象事業に係る財産の所有関係 

（シ）お客様の第三者に対する責任の範囲 

（ス）出資対象事業に係る財産が損失により減じた場合のお客様の損失分担に関する 

事項 

（セ）出資対象事業持分の内容 



（８）出資対象事業の運営に関する事項 

（ア）出資対象事業の内容及び運営の方針 

（イ）組織、内部規則、出資対象事業に関する意思決定に係る手続その他の出資対象 

事業の運営体制に関する事項 

（ウ）出資対象事業持分の発行者の商号、名称または氏名、役割及び関係業務の内容 

（エ）出資対象事業の運営を行う者の商号、名称または氏名、役割及び関係業務の内 

容 

（オ）出資対象事業から生ずる収益の配当または出資対象事業に係る財産の分配（以 

下「配当等」という）の方針 

（カ）事業年度、計算期間その他これに類する期間 

（キ）出資対象事業に係る手数料等の徴収方法及び租税に関する事項 

（ク）出資対象事業持分に関し出資され、または拠出された金銭が、当該金銭を充て 

て行われる事業を行う者の固有財産その他当該者の行う他の事業に係る財産と 

分別して管理する方法 

（９）出資対象事業の経理に関する事項 

（ア）貸借対照表 

（イ）損益計算書 

（ウ）出資対象事業持分の総額 

（エ）発行済みの出資対象事業持分の総数 

（オ）配当等の総額 

（カ）配当等の支払方法 

（キ）出資対象事業に係る財産の分配が(8)カに掲げる契約期間の末日以前に行われ 

る場合にあっては、当該分配に係る金銭の支払方法 

（ク）配当等に対する課税方法及び税率 

（ケ）総資産額、純資産額、営業損益額、経常損益額及び純損益額 

（コ）出資対象事業持分一単位当たりの総資産額、純損益額及び配当等の金額 

（サ）自己資本比率及び自己資本利益率 

（１０）出資対象事業の資産に関する事項 

（ア）資産の種類ごとの数量及び金額 

（イ）（ア）の金額の評価方法 

（ウ）（ア）の金額がそれぞれ出資対象事業に係る資産の総額に占める割合 

 

２． 契約締結時の電磁的交付 

当社は、お客様が契約をご締結する時に、下記事項を、書面によらず電磁的方法に

より交付致します。 

（１）当社の商号、名称または氏名 

（２）当社の営業所または事務所の名称 

（３）本契約の概要 

（４）本契約の成立の年月日 

（５）本契約に係る手数料等に関する事項 

（６）お客様の氏名または名称 

（７）お客様が当社に連絡する方法 

（８）自己又は委託の別 

（９）売付け等又は買付け等の別 

（１０）銘柄（取引の対象となる金融商品） 

（１１）約定数量（匿名組合契約に基づく権利の個数） 

（１２）単価 

（１３）取引の種類 

（１４）取引の内容を的確に示すために必要な事項 

 

 

 

 



３．運用予定表等の電磁的交付 

当社は、お客様との契約が成立し出資対象事業の運営が開始された場合、契約が成

立し、又は有価証券若しくは金銭の受渡しを行った場合にはその都度取引残高報告

書の交付を受けることについてお客様から請求があったときは、契約の成立又は有

価証券若しくは金銭の受渡しの都度、下記事項を、電磁的方法により交付致します。 

（１）取引の内容を的確に示すために必要な事項を明示した契約が成立し出資対象事業の 

運営が開始された都度、運用予定表又は取引残高報告書の交付を行う場合 

(ア)お客様の氏名又は名称 

(イ)匿名組合契約に基づく権利の付与年月日 

(ウ)お客様が出資した各匿名組合の開始時期・貸付利率・返済期間等の投資条件、

各匿名組合の名称その他各匿名組合を特定する情報等 

(エ)お客様に付与した匿名組合契約に基づく権利の持分数及び金銭の残高 

(オ)お客様に付与した匿名組合契約に基づく当該権利の持分数高及び金銭の残高 

(カ)各貸付の実行又は金銭の受渡しが終了している旨 

 

第２ 電磁的方法による交付の方法 

当社が行う電磁的方法による交付は以下のとおりとします。 

（１）お客様の電子計算機（パソコン、携帯電話等）に上記第１の各事項を電子メールに 

て送信し、お客様が自己の電子計算機（パソコン、携帯電話等）に備えられたファ 

イルに当該情報を記録する方法 

（２）当社ホームページ上でお客様が上記第１の各事項を閲覧できる状態に供し、お客様 

の使用に係る電子計算機（パソコン、携帯電話等）に備えられたファイルに当該情 

報を記録する方法 

 

第３ 電磁的方法による交付に対する同意 

私は、上記第１の各記載事項を、書面の交付によらず、上記第２の電磁的方法によ

り交付を受けることについて同意致します。 
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